
制度・仕組み

贈収賄の防止
　オリンパスグループは、国内外を問わず公務員および政府関係機関役職員（国際機関を含む）を含めたすべてのお取引
先さまに対し、贈収賄を疑われる行為を行いません。重要法令類に基づき社内規程を定め、その教育を徹底するととも
に、社外との取引や社内の稟議決裁におけるルールを厳格化し、かつプロセス管理を行うことで、賄賂と見なされる可
能性のある行為の未然防止に努めています。
　また、オリンパスグループでは贈収賄防止に関する指針を制定し、以下の「オリンパスグループにおける贈収賄防止に
関する指針へのご理解とご協力のお願い」とともに、2015年4月より当社Webサイトで公開しています。
オリンパスグループにおける贈収賄防止に関する指針 
https://www.olympus.co.jp/csr/effort/anti-bribery.html

反社会的勢力の排除
　オリンパスグループは、暴力団など社会の秩序を脅かす反社会的勢力とは関わりを持たず、これらの活動を助長する
行為は行いません。
　反社会的勢力からの不当な要求には、法律に則して毅然と対応します。2012年7月には、当社および国内、海外のグ
ループ会社を対象に「反社会的勢力排除規程」を制定しています。
　国内については原則、すべての新規お取引先さま（販売先、サプライヤー、共同研究先など）と反社会的勢力の排除に
関する条項を盛り込んだ契約書または覚書を締結しています。同規程の制定前から取引のあるお取引先さまとも、契約
更新時などに同様の覚書を結ぶようにしています。
　また、海外についても「反社会的勢力排除規程」に基づき、反社会的勢力と関わりを持たないようにお取引先さまの確
認を行っています。

インサイダー取引の防止
　オリンパスグループは、証券市場の公正性および健全性の確保、株主や投資家の方々の信頼確保のために、インサイ
ダー取引の防止に努めています。業務上知り得た未公開情報を利用して株式売買を行わないことなどを2012年6月に
制定した「インサイダー取引防止規程」およびその細則に明記し、従業員に対して継続的に教育を行っています。

オリンパスグループにおける贈収賄防止に関する指針へのご理解とご協力のお願い

私たちオリンパスグループは「企業行動憲章」に則り、いかなる場面においてもコンプライアンス精神を尊び、法令、社会規範、および社内
規則に反する行為を容認しないことを、全ての経営陣および社員一人ひとりに徹底しています。オリンパスは、いかなる地域で事業を行う
場合も、高い倫理観を持ち、全ての業務において、誠実かつ倫理的な方法で事業を行うことを確約しております。

グローバルでの法令適用や社会倫理観が厳しくなっている贈収賄および公正競争関連においても、当社では厳格な方針を採り、防止のため
の有効な仕組みを構築し運用を行っております。

この度、当社の贈収賄防止に対する基本的な考え方をあらためてお知らせし、お取引先さまにご理解いただきたい事項をまとめた指針を制
定いたしました。コンプライアンスの徹底は当社の努力だけで成るものではなく、お取引先さまのご理解とご協力が不可欠であるとの考え
でおります。

お取引先さまにはこの指針をご確認いただき、ご協力をいただけますようお願い申し上げます。

ガバナンス 社会側面 環境側面
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　また、役員・従業員が自社株式を売買する際は、自社株式売買届出書を提出するなどの自社株式売買ルールを定め、徹
底を図っています。2018年度はインサイダー取引防止に関して、国内オリンパスグループの全従業員を対象としてe

ラーニングを実施するとともに、インサイダー情報に触れる機会の多い本社部門の従業員を対象に、東京証券取引所か
ら講師を招いて年2回研修を開催しました。2018年度もインサイダー取引事例は発生しておりません。

適正な貿易
　オリンパスグループは、国際的な平和と安全を維持するため、国内外の安全保障貿易関連法令や相手国の関係法令を
遵守し、輸出入を行っています。国内については、経済産業省の指定するコンプライアンスプログラムに準拠した輸出
管理体制を構築し、また、2007年からは税関にAEO※事業者として承認され、輸出管理に優れた企業として優遇措置を
受けています。この体制を維持・強化するため、輸出入業務に携わる機会の多い従業員に対する専門研修、日本国内のほ
ぼすべての役員および従業員を対象とした基礎研修を実施しています。加えて、2018年度は製造部門の管理者（国内関
係会社を含む）を対象に、管理者による部門承認行為の実効性を向上すべく、部門承認時の確認事項に関する教育を試
行的に行いました。
　また、緊迫する国際情勢を背景とする規制強化や域外適用法令に対応し適正な安全保障輸出管理を維持・向上するた
め、地域統括会社との連携を強め、規制や製品・技術に関わる情報を共有し、グローバルな体制の整備を進めています。

2018年度には、中期経営計画に基づき、各地域ごとに設定した課題に取り組み、輸出管理体制を強化してまいりました。
特に力を入れたのが以下の取り組みです。
　・ 中東・アフリカ地域の安全保障輸出管理を行う体制の構築
　・ アジア・オセアニア地域のビジネスセンターごとのリスク把握とリスク削減の具体策の貼付
　・   品目別の該非判定情報の各国法での判定情報のグローバル共有に向けた準備
　一方、適正な貿易という観点では、輸入品に対する適正な納税も会社としての重要な責務です。そのため、2017年度
より、海外から調達する製品・部品に対して、納税額の基礎となる輸入申告価格を原則として発注前に国内オリンパスグ
ループ各社の輸入管理部門が確認することとしました。こちらの取り組みについては、2018年度も継続しており、国内
オリンパスグループ全体で不適切な価格での輸入申告や修正申告の未然防止に取り組んでいます。
※ AEO（Authorized Economic Operator）制度
国際物流におけるセキュリティ確保と円滑化の両立を図り、貨物のセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された事業者に対し、税関手続の緩和・簡素化策が適用される制
度。日本では税関により認定される。

◎適正な貿易の維持に向けた教育の実施状況（国内・2018年度）
対象者 目的・内容 受講者数

管理者（製造部門） 輸出入管理の重要性、社内違反事例、並びに承認時の確認事項を
説明 406名

輸出入業務に携わる機会の多い従業員
（海外営業部門、調達部門、技術開発部門などが中心）

重要な関連法令の概要や規制内容、実務上の注意点、社内外違反
事例の解説。技術開発部門の従業員に対しては輸出時に経済産業
省の許可が必要なものかを判断する該非判定の実際や、試作品を
輸入する際の注意事項を中心に説明

輸出入教育 
105名

日本国内勤務のほぼすべての役員および
従業員（関係会社を含む） 輸出入管理の基礎知識（eラーニング） 11,317名 

ガバナンス 社会側面 環境側面
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医療事業における情報開示
■倫理委員会
　内視鏡をはじめ医療機器を開発・生産するオリンパスグループは、国際的規範である「ヘルシンキ宣言（人を対象とす
る医学研究の世界共通の倫理的原則）」および日本の「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に対応するため、医
学系研究の実施にあたっては「倫理委員会」を開催し、倫理、科学、信頼性、利益相反などの観点からその妥当性を審査し
ています。倫理委員会を構成する委員を研究に直接関与しない社内外の有識者とすることで、同委員会の独立性を確保
しています。審査の対象は、国内オリンパスグループが実施する、倫理指針が適用されるすべての医学系研究で、倫理委
員会の規約、名簿、議事録要旨を国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）の「研究倫理審査委員会報告システ
ム」へ登録することにより公開しています。

■透明性ガイドライン
　近年の医療技術の発展により、医療機器は多くの患者さんの診断や治療に使用され、国民の健康、福祉に大きく貢献
する存在となっています。
　一方で、新しい技術開発や製品の市場導入、市販後の適正使用等に向けた取り組みには、医療機関、医療関係者等との
連携が不可欠です。発生した費用の支払いについては、関連法規、オリンパスグループの企業行動憲章や規程類、医療機
器業の規約等を遵守することはもとより、その透明性を高める対応も欠かせません。
　国内オリンパスグループでは、以下に掲げる「オリンパスと医療機関等との透明性に関する指針」を定め、この指針に
基づいて、医療機関や医療関係者等への支払費用の情報を公開することで、透明性の確保と向上に努めています。

「公開対象」の詳細は、日本医療機器産業連合会（JFMDA）のWebサイトをご覧ください。
JFMDA「医療機器業界における医療機関等との透明性ガイドライン」 
http://www.jfmda.gr.jp/promotioncode/text/

オリンパスと医療機関等との透明性に関する指針

1．基本的考え方
オリンパスグループは、法令遵守はもとより、高い倫理観をもち、全ての経営陣および社員一人ひとりが「何が正しいか」を考え、責任あ
る行動をとることを誓います。そして、いかなる場面においても、コンプライアンス精神を徹底し、法令、社会規範、および社内規則に反
する行為を容認しません。医療機関等との関係においても、この倫理観に従い、公正で適正な判断のもとで企業活動を行っていることを
広く社会にご理解いただくために、日本医療機器産業連合会（JFMDA）の会員会社として、当連合会が定める「医療機器業界における医
療機関等との透明性ガイドライン」に基づき、本指針を定めるとともに、医療機関等への支払費用の情報を公開いたします。

2．適用範囲
■オリンパス
　日本医療機器産業連合会とその加盟団体の会員企業であるオリンパス株式会社及びオリンパスグループ国内関係会社
■医療機関等
　 学会、大学医学部（付属病院）、病院及び診療所、技師会、研究所、研究会、その他医療とその研究開発治験を行う施設及び医療に従事す
る者

3．公開方法
当社ホームページにて、前年度分の関連情報を公開します。

4．公開時期
各年度における医療機関等への支払費用の情報を、当該年度の決算発表後に公開します。

5．公開対象
当社が公開対象とする医療機関等への支払費用の範囲は、「研究費開発費等」「学術研究助成費」「原稿執筆料等」「情報提供関連費」「その他
の費用」とします。

ガバナンス 社会側面 環境側面
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情報開示の充実
　オリンパスグループは、すべてのステークホルダーから正しい理解と信頼を得るために、金融商品取引法に定められた
「フェア・ディスクロージャー・ルール」を遵守し、「情報開示方針」に沿って、経営方針、財務状況、事業活動状況、CSR活動
などの企業情報を公正、適時適切かつ積極的に開示しています。
　2018年度は機関投資家などに向けて、3回目となる「OLYMPUS Investor Day」および「ICT-AIプラットフォーム技術
戦略説明会」を開催し、代表取締役、担当役員および事業部門長等が経営戦略や事業戦略、イノベーション技術の取り組
みについて説明しました。Webサイトでは、このようなイベントを含めオリンパスグループの企業価値に大きな影響を
与える情報や、ステークホルダーの皆さまに有用と考えられる情報を和英同時に掲載するなど、情報開示の充実に努めて
います。

 

情報開示方針

オリンパスグループ（以下「オリンパス」という）は、経営理念に掲げている「世界の人々の健康と安心、心の豊かさの実現」をすべての活動の
基本思想としています。当社はこの基本思想のもと、株主やお客さまをはじめすべてのステークホルダーから正しい理解と信頼を得るため
に、経営方針、財務状況、事業活動状況、CSR活動などの企業情報を公正、適時適切かつ積極的に開示します。

1．情報開示の基準
オリンパスは、情報開示にあたり、法令や当社の株式を上場している金融商品取引所の規則を遵守し、法令・規則によって開示を求めら
れる情報を開示します。また、法令・規則に開示の定めのない情報についても、オリンパスの企業価値に大きな影響を与える情報や、ス
テークホルダーの皆さまに有用と考えられる情報を、社内開示基準に基づき積極的に情報を開示します。

2．情報開示の方法
東京証券取引所の適時開示規則によって開示の定めのある情報については、同証券取引所が提供する適時開示情報伝達システム
（TDnet）を通じて開示します。その後、この情報は速やかに当社ホームページ上に掲載します。また、法令・規則に開示の定めのない情
報については、適時開示情報伝達システム（TDnet）、当社ホームページ、説明会、印刷物など、最適な方法によって開示します。

3．情報開示上の配慮
オリンパスは、情報開示にあたり、個人情報保護に配慮するとともに、関係者の権利を侵害しないように配慮します。上記の方針に基づ
き、開示手続き等に関する社内規程を定め、この方針に沿った情報開示を実行します。

（適用範囲）
このオリンパス情報開示方針はオリンパスグループ全社に適用されます。

ガバナンス 社会側面 環境側面
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情報セキュリティ
　オリンパスグループは、情報の適正な取り扱いと保護は社会的責務であるとの認識のもと、「情報セキュリティ方針」
を制定し、情報セキュリティの確保に取り組んでいます。
　また、ITセキュリティ・製品セキュリティ・個人情報保護法などの各機能・各地域単位でこれまで取り組んできた情報
セキュリティ関連施策をグループ全体で統合管理するため、2018年10月より、チーフインフォメーションセキュリティ
オフィサー（CISO）を設置し、専任部門を立ち上げ、情報セキュリティのガバナンス強化体制を構築しました。CISOの
もと、日本、欧州、米州、アジア・オセアニア、中国の各地域統括会社の情報セキュリティマネジメントの責任者および管
理者と連携し、グローバル･グループ全体の情報セキュリティレベルの向上に取り組んでいます。
　具体的には、物理的／技術的／人的の３つの側面で対策を行っています。物理的対策としては、社内をセキュリティ
管理レベルに応じたゾーンに分類し、IDカードや生体認証装置等による入退出制限と管理を行っています。
　技術的対策としては、ネットワーク通信を使った外部からの攻撃やPC等IT関連機器に対するウイルス感染・情報漏洩
等のリスクに対し、各種防御策を講じています。人的対策としては、役員および全従業員の情報セキュリティ意識の醸
成および向上を目的に、国内では、社内ネットワーク上に、関連する注意事項や情報を掲載するとともに、eラーニング
等の教育やメールマガジンの配信等による啓発活動を定期的に実施しています。また、グローバルでは、毎年２月を「グ
ローバル情報セキュリティ月間」として、標的型攻撃メールへの対応訓練や情報セキュリティ点検などの各種イベント
を企画し、実施しています。

情報セキュリティ方針

オリンパスグループ（以下、「オリンパス」という）は、経営理念に掲げている「世界の人々の健康と安心、心の豊かさの実現」をすべての活動
の基本思想としています。当社はこの基本思想のもと、オリンパスが取り扱う全ての情報及び情報システム（以下、「情報資産」という）を適
切に保護、管理し、積極的に活用します。製品およびサービス上の顧客情報も我々の管理対象とし、適切な管理･保護に努めます。また、こ
れらの活動は継続的に見直し、改善に努めます。

1．法令遵守
それぞれの国・地域において、情報セキュリティに関連する法令、指針、契約上の義務を順守します。

2．情報の管理・保護
事業活動において、情報資産（社内及び顧客）を適切に管理・保護します。また、悪影響をもたらす不適切な情報資産の利用（情報関連法規
制違反等）や、情報資産の価値を損なうような行為（改ざん、破壊、漏洩、悪用 等）を防止するための対策を講じます。

3．体制の整備
オリンパスのビジネスに関わる情報セキュリティの適切な管理・保護を確実に実施するために、CISO (チーフインフォメーションセ
キュリティオフィサー )を設置した体制を整備し、責任を明確にします。
CISOが指揮するオリンパスの各地域や機能(製品、IT、データ保護等)を包括するグローバルガバナンス体制の下、情報セキュリティの
管理・確保に取り組み、ステークホルダーへの説明責任を果たします。

4．規程の整備
情報セキュリティの確保に向けて取り組むべき事項を明らかにし、社内規程として整備します。また、これらの社内規程やプロセス及び
管理策を継続的に見直します。

5．教育
全ての関係者に対して情報セキュリティに関する意識向上を図ると共に、情報セキュリティに関する必要な教育及び訓練を実施します。

6．緊急時の対応
情報セキュリティに関する事故の予防に努めるとともに、万一事故が発生した場合は速やかに対応を行うとともに、必要な再発防止策
を講じます。
対応にあたっては、専門機関との情報共有や顧客に向けた必要な情報開示等、事故による影響拡大を速やかに止める対策を実施いたします。

ガバナンス 社会側面 環境側面
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個人情報保護
■基本的な考え方・方針
　オリンパスグループは、お客さまをはじめとするステークホルダーの皆さまの個人情報を適切に保護し、適正な取り
扱いを行うために、「オリンパスグループ行動規範」において「情報の保護」に関する方針を明記しています。また、国内
オリンパスグループに適用されるものとして、Webページに個人情報の取り扱いについての考え方を掲載しているほ
か、「個人情報保護方針」を定め、その遵守に努めています。
 

個人情報の取り扱いについて
https://www.olympus.co.jp/products/policy/privacy_management/

■体制
　CISO（チーフインフォメーションセキュリティオフィサー）のもとに新たに設置された情報セキュリティの専任部門
が、国内オリンパスグループ全体の個人情報保護活動の推進の指揮、監督を行っています。
　また、EU一般データ保護規則（GDPR: General Data Protection Regulation）が2018年5月に施行されたことにと
もない、日本および、欧州、米州、アジア・オセアニアの各地域統括会社とともにグローバルで推進体制を構築し、個人
データ保護対策の強化に取り組んでいます。

個人情報保護方針

オリンパスグループ（以下、「オリンパス」という。）は、ネットワーク社会における個人情報の重要性を深く認識し、個人情報を適正に取り扱
いその保護の徹底を図ることは社会的責務と考え、以下の取り組みを実施します。
このオリンパス個人情報保護方針は日本国内のオリンパスグループに適用されます。（別途方針を設けている会社は除きます。）

1．社内体制の整備
オリンパスは、個人情報保護のための社内体制を整備し、個人情報を適切に取り扱うことをオリンパスの全ての役員および従業員に教
育し周知徹底します。また、個人情報保護のための運営が的確に行われていることを確認するために定期的な監査を実施します。

2．情報の適正な取り扱い
オリンパスは、個人情報の収集に際して、本人に利用目的を明示し、適切な範囲内で収集します。また、利用目的の範囲内で個人情報を
取り扱い、本人から開示、訂正、削除、利用停止の請求を受けた場合には、合理的な範囲で速やかに対応します。
さらに、特定個人情報については、法律で定められた利用目的の範囲内でのみ、取り扱います。

3．第三者への開示と提供の制限
オリンパスは、保有する個人情報を、本人の同意に基づく場合や法令で定める場合などを除きオリンパス以外の第三者に対して開示、提
供いたしません。
また、保有する特定個人情報については、本人の同意に関わらず、法令で定める場合などを除き第三者に対して開示、提供いたしません。
なお、個人情報に係る業務を委託する場合には、委託先に対し、個人情報の適正な管理を義務付ける契約を結び、監督、指導を行います。

4．正確性と安全性の確保
オリンパスは、保有する個人情報を、正確かつ最新の状態に保つよう努めるとともに、不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改ざんおよ
び漏洩などのリスクに対して、適切なセキュリティ対策を講じます。

5．法令遵守および継続的改善
オリンパスは、個人情報の保護に関する法令および規範を遵守するとともに、上記事項における取り組みを適宜見直し、継続的な改善に
努めます。
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■個人情報保護の取り組み
　国内オリンパスグループにおいて個人情報データベースを作成する場合には、事前に個人情報を保有する各部門の部
門長の承認を得るシステムを取り入れているほか、個人情報管理台帳を活用し、管理精度の向上を図っています。専任
部門は各部門に対し定期的に台帳の点検を要請しているほか、お客さまから提供いただいた個人情報の開示、訂正、利
用停止などの請求についての対応も行っています。
　なお、2018年度において、個人情報保護委員会※への報告が必要な法令違反やデータの漏えいは発生していません。
※個人情報の適正な取り扱いを確保するために設置された日本の行政機関の一つ。
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